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[凡例] 本書で引用する法令の略語は、次のとおりとする。 

 法  ：都市計画法（昭和43年法律第100号） 

 政 令：都市計画法施行令（昭和44年政令第158号） 

 省 令：都市計画法施行規則（昭和44年建設省令第49号） 

 市条例：甲賀市開発許可の基準等に関する条例（平成19 

     年甲賀市条例第61号） 

 市規則：甲賀市開発許可の基準等に関する条例施行規則 

    （平成20年甲賀市規則第３号） 

 市細則：甲賀市都市計画法施行細則（平成20年甲賀市規則 

     第８号） 

 

 


